
三位一体を含む補助金改革について

資料－２



6月 4日 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００４」決定

8月24日 地方六団体より、補助金改革案を総理に提出

11月26日 政府・与党が三位一体改革の「全体像」を決定

12月24日 平成１７年度政府予算案決定

第１期（平成18年度まで）及び第２期（平成19～21年度）を通じた改革として、道路

特定財源による地方道路整備臨時交付金及び国庫補助負担金を、骨太方針で示された3兆

円の別枠として、廃止、地方譲与税化することについて検討する。

（道路関係部分）

○ 補助金改革 : 平成17年度及び平成18年度において、3兆円程度の廃止・縮減等を行う。

○ 税源移譲 : 平成16年度の措置額（6,560億円程度）を含めて、概ね3兆円規模を目指す。

○ 地方交付税 : 平成17年度及び平成18年度は、地方団体の安定的な財政運営に必要な

地方交付税、地方税などの一般財源の総額を確保する。

※ 地方六団体の改革案に対応した道路関係の内容はなし

○ 平成18年度までの三位一体の改革の全体像を平成16年秋に明らかにし、年内に決定。

○ 全体像に３兆円程度の国庫補助負担金改革の工程表等を盛り込む。

○ 税源移譲は概ね３兆円規模を目指す。

○ 地方公共団体に対して、国庫補助負担金改革の具体案をとりまとめるよう要請する。
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１．三位一体改革について
① 平成１６年度の経緯



○Ｈ１６の措置額（6,560億円程度）を含めて、概ね３兆円

規模の税源移譲を目指す。

○概ね３兆円規模の税源移譲のうち、その８割方につい

て次のとおりとする。

国庫補助負担金改革 税源移譲

税源移譲額 合計 ２４，１６０億円程度

・
・
・

公営住宅家賃収入補助

Ｈ１６年度分

６４０億円程度

６，５６０億円程度
合計 ２８，３８０億円程度

農林水産省 ３，０４０億円程度

府省 取組み状況
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国民健康保険

義務教育費国庫負担金（暫定） ８，５００億円程度

７，０００億円程度

・
・
・

※生活保護・児童扶養手当に関する負担金の改革と、公立
文教施設等、建設国債対象経費である施設費の取扱い等
については、Ｈ１７年中に検討を行い、結論を得る。

厚生労働省 ９，３４０億円程度

国土交通省 ６，４６０億円程度

文部科学省 義務教育：８，５００億円程度（暫定）

・
・ ・

・

地方交付税

○Ｈ１７及びＨ１８は、地方団体の安定的な財政運営に必要
な地方交付税、地方税などの一般財源の総額を確保する。

その他 ： ２３０億円程度

○Ｈ１７及びＨ１８において、３兆円程度の廃止・
縮減等を行う。

○「２８，３８０億円」のうち
①１７，７００億円は税源移譲につながる改革
②４，７００億円はスリム化の改革
③６，０００億円は交付金化の改革

② 政府・与党による三位一体改革の全体像（H16.11.26)の要旨

※義務教育の在り方について幅広く検討し、Ｈ１７年
秋までに中央教育審議会において結論を得る。
Ｈ１７年度予算については暫定措置を講ずる。



国庫補助負担金改革

税源移譲等

地方交付税 ○安定的財政運営に必要な地方交付税総額の確保（前年度比 0.1%増）
○地方財政計画の投資的経費と経常的経費について決算との乖離を一体的に

是正 など

3

③ 平成１７年度における三位一体改革の概要

平成１８年度までの三位一体の改革の全体像に係る政府・与党協議会の合
意（平成１６年１１月２６日）に沿って改革を推進。

政府 国土交通省関係 備考（道路関係）

税源移譲に結び付く改革 １１，２３９億円程度
３２０億円程度

（公営住宅家賃収入補助）

スリム化の改革 ３，０１１億円程度 １，４５２億円程度 ８７６億円程度

交付金化の改革 ３，４３０億円程度 １，６０５億円程度
道整備交付金の創設：１００億円程度

まちづくり交付金の拡充：２５０億円程度

計 １７，６８１億円程度 ３，３７８億円程度

義務教育費国庫負担金（暫定） ４，２５０億円 税源移譲予定特例交付金 ４，２５０億円

国民健康保険国庫負担 ５，４４９億円

養護老人ホーム等保護費負担金 ５６７億円

公営住宅家賃収入補助 ３２０億円

… …

合計 １１，２３９億円 合計 １１，１６０億円

所得譲与税 ６，９１０億円

税源移譲税源移譲に結び付く改革



地方の創意・工夫・知恵の競争を促し、重点的・効果的・効率的な道路整備を推進。地方の創意・工夫・知恵の競争を促し、重点的・効果的・効率的な道路整備を推進。

個別事業への配分個別事業への配分

個別事業内容の事前審査個別事業内容の事前審査
パッケージの目標達成度を事後評価、公表パッケージの目標達成度を事後評価、公表

（新しい行政手法（ＮＰＭ）の導入）（新しい行政手法（ＮＰＭ）の導入）

目標達成型従来型

新市庁舎

目標 【新市庁舎への３０分到達人口の拡大】
Ｈ１５ ２万人 → Ｈ１９ ５万人

２．４億円

０．６億円

０．６億円

０．４億円

０．６億円

個別事業に対して配分

０．２億円

１．２億円

０．６億円

１億円

新市庁舎

１．６億円

国道

市町村道

県道

高速道路パッケージ

市町村境

個別事業

鉄道○○億円 単年度事業費

パッケージに対して１０億円配分
（個別事業への配分は地方が実施）

※個別事業の下限値条件（１億円）は廃止パッケージ
「合併市町村間の連絡
を強化する道路整備」

パッケージ
「合併市町村間の連絡
を強化する道路整備」

０．８億円

パッケージへの配分パッケージへの配分
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経済財政諮問会議（平成１５年１１月）等の審議経緯を踏まえ、平成１６年
度より個別事業の実施を地方の自由裁量に委ね、国はパッケージとしての
計画目標の達成度を事後的に評価することとした。

２．道路関係補助金の改革について
① 地方道路整備臨時交付金の運用改善



構造基準の弾力的な運用等により、整備効果の早期発現、整備コストの縮減を図る

視距確保

１車線改良

待避所

２車線改良

１．５車線的道路整備

視距確保

１車線改良

待避所

２車線改良

１．５車線的道路整備

【整備事例】 京都府道丹波三和線
２車線整備に比べ、
・工 期：１５年 → ５年（１０年短縮）
・事業費：約２０億円→ 約８億円（約１２億円縮減）

「１．５車線的道路整備」の推進（Ｈ１５より導入）

山間地域での道
路整備

１．５車線的整備の導入

２車線改良、１車線改良、

待避所設置、視距確保等の

組み合わせによる整備

道路構造令の改正（Ｈ１５．７）

【橋梁の設計荷重】

一律２５トンの自動車荷重 乗用車専用道路の導入

【高規格幹線道路】

これまで４車線以上
分離２車線構造の導入

・「歩道を設置するか、しないか」、「自転車歩行者道
か、歩道か」、「両側か、片側か」などの選択は、地域
の実情を一番よく知る各道路管理者の的確な判断による。

歩道等の幅員の取り扱い

歩道の設置
各道路管理者が設置の必要性
を判断し、必要に応じて設置

設置なし ２ｍ～３ｍ未満 ３ｍ以上

Ｈ１５ ２０％ ２２％ ５８％

Ｈ１６ ２５％ ２４％ ５１％

歩道幅員
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② 地域の実情に応じた補助事業の推進

地方分権の議論も踏まえつつ、地域の実情に応じた最適な道路整備を
進めるために、基準の改正、弾力的運用を実施しており、そうしたローカル
ルールを用いた道路整備についても補助事業により積極的に支援している。

※地方道改築事業の箇所数の割合


